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＊①中国景気、「侵攻」冷や水…5ヵ月ぶり縮小（3月）
　　　　　　　　　資源高、生産計画狂う「ｺﾛﾅ規制、供給網も混乱」
中国企業の景況感が悪化している。3月の製造業の景況指数は5ヵ月ぶりに節目の50を割
り、中国景気が一時的に「縮小」に転じた模様だ。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻に伴う資源高で採算が
悪化し、生産を見合わせる動きも出ている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応の事実上の都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞ
ｳﾝ）もあり、世界経済の回復に水を差す可能性がある。中国国家統計局が発表した2022年の
製造業購買担当者景気指数（PMI)は49､5と、前月より0､7㌽下がった。中国景気の「拡大」と
「縮小」の境目とされる50を下回るのは、電力不足が足を引っ張った21年10月以来だ。

＊②主因は2つある。
・一つ目はｺｽﾄ高。ｳｸﾗｲﾅ情勢の緊迫化で国際商品市況が高騰。PMI統計で調べる原材料の
仕入れ価格を示す指数は66､1で、3ヵ月で18%高まった。「原材料が値上がり、採算悪化、輸
出品の生産を様子見」。
・もう一つの原因は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応の行動制限。中国では3月に入り市中感染が急速に
広がり、深圳市、上海市は都市封鎖を実施。既に企業の資金繰りが悪化している。主に民間
の中小企業に影響。

＊中国東方航空　赤字2300億円…前期最終、需要低迷続く
中国の航空大手、中国東方航空が30日発表した2021年12月期決算は最終損益が122億元
（2300億円）の赤字だった。前の期の118億元の赤字から悪化した。国内外で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
流行による旅客需要の低迷が続いている。22年3月下旬に同社機が中国南部で墜落。132人
が死亡した事故が起きており、経営に影響を及ぼす可能性がある。

＊印化粧品EC　新興・大手が激突…「ﾅｲｶ」ｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰ使い好調」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｳｫﾙﾏｰﾄ系、自ら育成
ｲﾝﾄﾞの化粧品市場の成長が著しい。ECの利用の急拡大が背景にあり、それを支えるのがｽ
ﾀｰﾄｱｯﾌﾟだ。化粧品販売ｻｲﾄ「ﾅｲｶ」は、若者に人気のｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰとの連携による販促などで
売り上げを伸ばしている。米ｳｫﾙﾏｰﾄ傘下のﾌﾘｯﾌﾟｶｰﾄなど既存のEC大手との競争も激しくな
る。
・「ﾅｲｶ」＝化粧品ECなど展開。3千人超のｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰと連携し販促
・「ﾌﾘｯﾌﾟｶｰﾄ」＝総合的な品ぞろえに強味。傘下のﾌｧｯｼｮﾝECはｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰ育成にも注力

＊韓国輸出、18％増で最高…3月、ﾛｼｱ向けは51％減
韓国政府が1日発表した3月の貿易統計によると、輸出額は前年同月比18%増の634億㌦（約
7兆8千億円）で過去最高を更新。主力の半導体が同38%増となり、自動車や関連の部品が多
いﾛｼｱ向けは同51%減だ。
・3月の貿易収支は赤字だった。輸出主導型の韓国経済にとって足元の資源高とﾄﾞﾙ高が定
着すれば、貿易赤字が続く可能性がある。

＊ｵﾝﾗｲﾝ診療　新興競う…ﾒﾄﾞﾚｰ、4月から導入無料
　　　　　　　　　　　　　　　　　初診料上げ　普及焦点
新興企業がｵﾝﾗｲﾝ診療の事業拡大を競っている。業界大手のﾒﾄﾞﾚｰは「空白地域」の医療機
関向けに、関連ｼｽﾃﾑの導入費を無料にする促進策を4月から本格的に始める。4月の診療報
酬改定で初診料などが引き上げられ、導入が広がるとの見方がある。対面診療の報酬水準
とはなお差があるなか、どこまで普及が進むかが焦点になる。
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＊東南ｱ、今年の成長率　4､9%に下方修正（ｲﾝﾌﾚ加速懸念）
ｳｸﾗｲﾅ侵攻で天然資源や食料の価格が上昇、各国の消費下押しする。
ﾀｲの銀行「紛争で経済減速、ｲﾝﾌﾚ加速、輸出の鈍化」を指摘する。
⦿東南ｱとｲﾝﾄﾞのGDP成長率（（）内は21年12月の前回調査、前年比、%）
　　　　　　　　　　　2021年　　　22年　　　　23年　　　　24年
　　東南ｱ5ヵ国　　　4､0　　　4､9（5､1）　4､9（4､9）　　4､7
　　ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　　　　　3､7　　　5､0（5､0）　5､3（5､1）　　5､2
　　ﾏﾚｰｼｱ　　　　　　3､1　　　6､1（6､0）　4､9（5､0）　　5､2
　　 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ　　　　　　5､6　　　6､3（7､1）　5､7（5､9）　　5､7
　　 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ　　　　7､6　　　4､6（4､3）　3､6（3､6）　　3､3
　 　ﾀｲ                   1､6　　　3､1（3､7）　4､4（4､7）　　3､7
　　 ｲﾝﾄﾞ　　　　　　　  8､9　　　7､8（7､3）　6､3（6､1）　　6､5

＊①ｻｲﾊﾞｰ「専守防衛」の穴
横浜市内の陸上自衛隊通信学校が多国間のｻｲﾊﾞｰ競技会を開催した。米豪仏比など7ヵ国
が3人一組のﾁｰﾑをつくり、仮想空間でｻｲﾊﾞｰ攻撃に対応した。実戦さながらの共同演習で技
を磨いた。横須賀は米ｻｲﾊﾞｰ軍が日本で唯一「防護部隊」を配置する。第７艦隊のｻｲﾊﾞｰ防
衛に当たり、自衛隊とも共同で訓練する。
・ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻は戦争の変化と課題を与えた。ｳｸﾗｲﾅは米ｽﾍﾟｰｽXを率いるｲｰﾛﾝ･ﾏｽｸ
氏に衛星ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ「ｽﾀｰﾘﾝｸﾞ」を要請した。通信の確保だ。21年秋から米特殊部隊がﾏ
ﾙｳｴｱ除去を手伝う。
・ﾛｼｱ側の苦戦の一因にﾛｼｱ兵の通信をｳｸﾗｲﾅが傍受した点も指摘。
・英の国際戦略研究所は21年、各国のｻｲﾊﾞｰ能力を三段階にﾗﾝｸ付けした。最上位は米、2
位露、日本は北朝鮮とともに最下位ｸﾞﾙｰﾌﾟだ。

＊②
・日本は憲法に基づく専守防衛の原則でｻｰﾊﾞｰ上でも先制攻撃を否定。ｻｲﾊﾞｰの世界は平時
と有事の線引きは曖昧だ。相手の特定も難しい。日本は圧倒的な非対称の戦いを強いられて
いる。
・ｻｲﾊﾞｰ攻撃も実空間と同様、財産や人命を失う。慶応大学の土屋大洋教授は説く。「日本は
憲法9条や21条の通信の秘密で手足を縛られている。有事だけでなく平時も『妨げる力』を使
える様にしないと安全は保てない」。

＊中国軍、南太平洋へ進出加速…部隊派遣・寄港を容認か
　　　　　　　　ｿﾛﾓﾝ諸島と安保協定「米・豪・NZ　警戒強める」
中国が南太平洋への進出を加速させている。3月末、ｿﾛﾓﾝ諸島と「安全保障協定」で基本合
意した。内容は未公表だが、事前に流出した協定草案には、ｿﾛﾓﾝが中国軍の派遣や艦船の
寄港を認めるなど、高度な軍事面での協力が盛り込まれていた。地政学上の要衝での中国
の動きに、豪州や米国は警戒を強めている。

＊中国の17銀行　不動産融資減少…地銀、不良債権比率高まる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昨年主要行の過半、規制強化で
中国の銀行が不動産業向け融資に慎重姿勢を強めている。香港に上場する主要32行のうち
17行が2021年に融資残高を減らした。中国工商銀行など大手の伸び率も縮小した。財務内
容が悪い不動産会社の資金繰りは一段と厳しくなるとの見方が出ている。
⦿不動産融資を減らした銀行（銀行名と前年比、▴はﾏｲﾅｽ）
　渤海銀行（▴32%）、重慶銀行（▴21）、中国民生銀行（▴18）、
　重慶農村商業銀行（▴17）、普商銀行（▴14）、天津銀行（▴14）
　甘粛銀行（▴12）、貴州銀行（▴12）、中国光大（▴12）

＊韓国5G、追いつかぬ「中身」…商用化3年、利点生かせず
　　　　　　　　　　　　　ﾒﾀﾊﾞｰｽや港湾制御…「大手3社、活路探る」
韓国が世界に先駆けて高速大容量通信「5G」ｻｰﾋﾞｽを始めて4日で3年がたった。通信網は都
市部をほぼｶﾊﾞｰし、契約数は携帯電話契約全体の約3割と日米を上回る。ただ他国に先行す
る一方で高速通信を十分に生かしたｻｰﾋﾞｽはなお模索中だ。SKﾃﾚｺﾑとKT、LGﾕｰﾌﾟﾗｽの通
信大手3社はﾒﾀﾊﾞｰｽ（仮想空間）や企業向けｻｰﾋﾞｽに活路を見出す。
・「5G接続は電池の消費が早い」ため、あえて4G接続を設定するという。
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2022/4/6 経済 ＊韓国企業74%増益…21年営業益　電機・化学けん引
韓国上場企業の2021年12月期の連結営業利益の合計は前の期に比べ74%増えた。主要業
種の電機と化学、鉄鋼がけん引した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響世界経済が収縮した20年
の反動も大きく、輸出企業を中心に韓国企業の業績回復が進んだ。
・営業利益は74%増の183兆㌆、売上営業利益率は8､0%。主要17業種のうち、ｻﾑｽﾝ電子とLG
電子、SKﾊｲﾆｯｸｽを含む「電気電子」の増益額が最も大きかった。半導体ﾒﾓﾘｰの市況改善の
ほか、ﾃﾚﾋﾞや家電製品の販売が好調で前の期比56%の増益だった。
・原油価格の上昇によって石油化学製品の販売価格を引き上げた。拡大する車載電池事業
の収益も大きい。「鉄鋼」は3､7倍、「ｻ-ﾋﾞｽ」が82%増。
・全業種が増収となり、「電気ｶﾞｽ」「建設」を除く15業種が増益となった。

＊中国EV受託　ﾀｲで始動…石油公社と鴻海の合弁、24年目標
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「新興ﾒｰｶｰと交渉中」
ﾀｲ国営のﾀｲ石油公社（PTT）が台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業と合弁で、中国のEVの受託生
産に乗り出す。PTTのEV事業ﾄｯﾌﾟが中国の新興ﾒｰｶｰと交渉中だと明らかにした。販売実績
が豊富なEV会社と組み、2024年の生産開始目標の実現に弾みをつける。日系ﾒｰｶｰが主導
する自動車産業の構図が変わる機運が高まっている。
・PTT事業の社長・ｴｶﾁｬｲ氏「生産設備を共有することで製造にかかる費用と時間が削減でき
る」と強調した。同時に「脱炭素」を目指す。

＊「量子ﾒｽ」がん集中攻撃…副作用少なく治療革新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東芝などの次世代装置、夏着工
がん治療に新たな光をもたらす「量子ﾒｽ」と呼ぶ技術の実現が近づいてきた。東芝や住友重
機械工業が開発に携わり、今夏にも世界に先駆け、実機を国内で着工する。副作用が少な
く、膵臓がんなどやっかいながんの治療の道を広げると期待される。技術でﾘｰﾄﾞする日本企
業にとっては世界を舞台にｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを起こす好機となり得る。
▼量子ﾒｽ＝小型で高性能の重粒子線がん治療装置。1990年に「第１世代」の装置が実現。
第4世代以降を量子ﾒｽという。量子ﾒｽは炭素などのｲｵﾝ（電気を帯びた原子）を加速して作る
ﾋﾞｰﾑ「重粒子線」でがんを攻撃。がん病巣をﾋﾟﾝﾎﾟｲﾝﾄで狙い撃ち。ﾀﾞﾒｰｼﾞや副作用が少ない。
X線などが苦手な部分、手術が難しい骨・軟部肉腫や頭頚部のがんに有効。治療期間も短か
い。課題は装置が巨大でｺｽﾄが高い。

＊米欧一部、対ロ事業切れず…高い依存、契約上の理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仏DIYやﾊﾞｰｶﾞｰｷﾝｸﾞ
欧米の一部企業がﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅへの侵攻後もﾛｼｱとのﾋﾞｼﾞﾈｽを続けている。多くの企業
は制裁に伴う事業環境の悪化や株主や消費者からの圧力によって撤退しているが、ﾛｼｱへ
の依存度が「非常に高いことや、契約上の理由があることから撤退していないｹｰｽが多い。国
際的な批判の高まりで逆風は強まっており、企業は難しい決断を迫られている。
⦿各社・ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの事業継続理由
ﾊﾞｰｶﾞｰｷﾝｸﾞ＝共同事業者が事業停止に反対。ﾈｽﾚ＝生活必需品。ｼﾞｮﾝｿﾝ&ｼﾞｮﾝｿﾝ＝医薬品
と医療機器は制裁対象外。ﾏﾘｵｯﾄ、ﾏｰｸｽ＆ｽﾍﾟﾝｻｰ＝ﾎﾃﾙ・店舗をFC方式で展開のため

＊研究開発費56%増　ｱｽﾃﾗｽ、先端分野強化（26年3月期）
ｱｽﾃﾗｽ製薬は2026年3月期の研究開発費を21年3月期比で56%増の3500億円程度まで引き
上げる。金額ﾍﾞｰｽで過去最高の見込み。
・主力の前立腺がん治療薬などの製品群の成長で売上収益も約5割増える。遺伝子治療薬
や細胞医療など先端分野で臨床試験が始まる見通しで、稼いだ利益を今後の成長領域に大
きく振り向ける。
・菊岡稔CFO（元JDI社長）は「製薬企業にとって研究開発は生命線」だ。

＊ﾀｲ、車生産0､3%増…2月の台数、部品不足続く
ﾀｲ工業連盟（FTI）が纏めた2月の同国の自動車生産台数は前年同月比0､3%増の15､5万台
だった。1月まで2ヵ月連続で前年実績を上回っていたが、半導体や部品不足が続いたことな
どで前年からほぼ横ばいの水準となった。今後はｳｸﾗｲﾅ侵攻の影響が懸念される。
・ﾀｲはﾛｼｱやｳｸﾗｲﾅ向けの割合は大きくないが、紛争が長引くと、経済の冷え込みで自動車
の輸出が減速する可能性がある。
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＊ﾀﾞｲｷﾝ、7年ぶり1万円上げ…人材獲得へ　初任給増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉄道・百貨店も　危機感強く
ﾀﾞｲｷﾝ工業など関西の主要企業が2022年春の新入社員の初任給を増額する。DX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗ
ﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）や海外展開のため優秀な人材をひきつける狙い。
・ﾀﾞｲｷﾝの初任給引き上げは7年ぶり。23､5万円と1万円増。ｼｽﾒｯｸｽは25万円と約１割増、ｶﾌﾟ
ｺﾝは3割増、H₂O傘下の阪急百貨店は1万円増の22､2万円（3月期は10億円の赤字）に上げ
る。近鉄HDは22､3万円で1万円増。会社の危機感は非常に強く、若い人を確保できる水準を
望む。

＊ｱｼﾞｱ新興国のｲﾝﾌﾚ率…3､7%に上方修正（ｱｼﾞｱ開銀今年見通）
ｱｼﾞｱ開発銀行は6日、2022年のｱｼﾞｱ新興国のｲﾝﾌﾚ率が3､7%になる見通しだと発表した。21
年12月時点の前回予想（2､7%）から1㌽上方修正した。食品など価格上昇の継続やﾛｼｱによ
るｳｸﾗｲﾅ侵攻に伴うｴﾈﾙｷﾞｰ価格の高騰が背景だ。
⦿ｱｼﾞｱ各地でｲﾝﾌﾚが見込まれる（　ｶｯｺ内は前回予想）
　　　ｱｼﾞｱ新興国全体　20年3､2　21年2､5　22年予3､7（1､0）
　　　東ｱｼﾞｱ　　　　　　　　　　 2､2 　　　 1､1　　　　　 2､4（0､4）
　　　南ｱｼﾞｱ　　　　　　　　　　 6､5　　　　5､7　　　　　 6､5（1､2）
　　　東南ｱｼﾞｱ　　　　　　　　　1､5　　　　2､0　　　　　 3､7（1､2）

＊日本の首相提唱の脱炭素共同体…日・東南アでCO₂利活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　競合警戒、中国外し開発へ
ASEAN各国と協力し、二酸化炭素（CO₂）の回収・貯蓄、利用などの関連技術の開発を進め
る。段階的に進める日本の技術にﾆｰｽﾞが高まるはず
⦿ｱｼﾞｱ・ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ共同体の概要
　①ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ技術の開発＝・CO₂を回収し地下に貯蓄「CCS」。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ｱﾝﾓﾆｱを使う石炭火力の実証実験
　②国際共同投資、共同資金調達＝・ﾌｧｲﾅﾝｽﾙｰﾙの確定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・地域での水素の供給網の構築
　③技術などの標準化＝・国際基準の策定・ﾃﾞｰﾀ連携
　　　　　　　　　　　　　　　　・専門人材の育成や研究知見の共有
　④ｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄ市場＝・2国間ｸﾚｼﾞｯﾄ制度の大規模活用
　　　　　　　　　　　　　　　　・民間資金を活用した市場創出と流通

＊中国成長率、5%どまり…現地ｴｺﾉﾐｽﾄ調査　今年、感染拡大響く
　　　　　　　　　　　　　　　　　 政府目標達成、見通せず
中国の2022年の国内総生産（GDP）伸び率の予測平均値は5%だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染
拡大やｳｸﾗｲﾅ問題をきっかけとするｴﾈﾙｷﾞｰ価格高騰が響く。中国政府が掲げる「5､5%前後」
の目標達成は見通せない。
・三井住友DSｱｾｯﾄMは「ﾛｼｱへの経済制裁は欧州の景気悪化という形で出てくる。中国のEU
向け輸出ｼｪｱは2割弱、輸出は下振れしやすい」。
・ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞの常健氏も「高齢者のﾜｸﾁﾝ接種率の低さや中国製ﾜｸﾁﾝの有効性の低い点を考
えると、ｾﾞﾛｺﾛﾅから抜け出す準備は出来てない」とみる。ﾑｰディｰｽﾞ・ｱﾅﾘﾃｨｸｽの于一工氏は
「短期的には経済成長よりも公衆衛生が優先される」との見方。

＊ｳｸﾗｲﾅ紛争「数年単位」…米軍ﾄｯﾌﾟ　東欧で拠点拡大検討
米軍制服組ﾄｯﾌﾟのﾐﾘｰ統合参謀本部議長は5日、下院軍事委員会の公聴会で、ｳｸﾗｲﾅ紛争
について「少なくとも数年単位になる」と述べた。
　⦿ﾐﾘｰ氏の主な発言
　　・ｳｸﾗｲﾅ紛争について「少なくとも数年単位となる」
　　・ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞやﾙｰﾏﾆｱ、ﾊﾞﾙﾄ3国で米軍拠点の拡大検討
　　・欧州に恒久的な基地を設け、常駐させず巡回駐留が効果的
　　・大国間の重大な紛争の恐れは増大している

＊ｴｺﾉﾐｽﾄの予測平均値
　▼中国の実質成長率
　　・1～3月（前年同期比）4､3%　・1～3月（季節調整・前四半期比）0､7%
　　・2022年　5､0%　　・2023年　5､1%　・2024年　5､0%
　▼人民元の対㌦相場
　　・2022年末　6､48元　　・2023年末　6､52元



2022/4/8 経済

2022/4/8 社会

2022/4/8 社会

2022/4/9 東南ｱｼﾞｱ

2022/4/12 東南ｱｼﾞｱ

＊東南ｱに空飛ぶﾀｸｼｰ…ﾏﾚｰｼｱLCCｷｬﾋﾟﾀﾙA、100機調達
　　　　　　　　　　　　　　　　　拠点網生かし収益源に
ﾏﾚｰｼｱの格安航空会社（旧ｴｱｱｼﾞｱ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ）が「空飛ぶﾀｸｼｰ」参入に動き始めた。100機以上
のﾘｰｽで基本合意し、2025年の導入を目指す。足元の業績は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の打撃で苦境
にあるが、LCCのﾉｳﾊｳや拠点網を生かし新たな収益源に育つと判断した。東南ｱｼﾞｱで他社
の参入や都市交通の進化を後押ししそうだ。
・ｱｼﾞｱの運航機世界の過半に・・独ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社ﾛｰﾗﾝﾄﾞ・ﾍﾞﾙｶﾞｰによると、2050年までに世
界で16万1千機の空飛ぶﾀｸｼｰが運航し、ｱｼﾞｱ太平洋はその51%を占める。

＊①対ﾛ支えるﾃﾞｼﾞﾀﾙ部隊…政府・財閥にｻｲﾊﾞｰ攻撃
　　　　　　　　　　　　　　　　　「ﾊｯｷﾝｸﾞで国民に真実」
ﾛｼｱが侵攻を開始した2日後の2月26日、ｳｸﾗｲﾅのﾌｭｰﾄﾞﾛﾌ副首相兼
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ転換相が世界を驚かせた。ﾛｼｱの政府機関やｲﾝﾌﾗ関連の企業
などにｻｲﾊﾞｰ攻撃を仕掛けるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ（義勇兵）を世界に募った。
・その名も「IT軍」だ。実際、ﾛｼｱ政府機関などのｻｲﾄを閲覧できなくしたり、
　ﾌﾟｰﾁﾝ政権に近い新興財閥（ｵﾘｶﾞﾙﾋ)の個人情報を暴露したりしてﾛｼｱ
　の混乱を後押しした。
・ﾌｭｰﾄﾞﾛﾌ氏の呼びかけには国際ﾊｯｶｰ集団「ｱﾉﾆﾏｽ」を呼応。ﾛｼｱの
　ﾃﾚﾋﾞ局や監視ｶﾒﾗをﾊｯｷﾝｸﾞし、ｳｸﾗｲﾅの映像を流したり、治安機関の
　ｻｲﾄをﾀﾞｳﾝさせたりと主張している。

＊②
・新興が始まると米起業家のｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏に衛星通信設備の提供を求めた。多くの国際企業
にも支援を要請、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を駆使して戦闘態勢を整えるとともに、世界を味方につけること
に成功した。
・ﾛｼｱからのｻｲﾊﾞｰ攻撃も今のところ抑え込んでいる。ﾄﾚﾝﾄﾞﾏｲｸﾛによると､ｳｸﾗｲﾅは多くの破
壊型ﾏﾙｳｴｱ（悪意のあるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）攻撃を受けたが、本格的な損害を受ける前に察知すること
ができているという。
⦿ｳｸﾗｲﾅｰの対応は日本が教訓とすべき
・政府機関などがｻｲﾊﾞｰ攻撃を受けたが、分析したうえで、適切な情報公開をした。ｻｲﾊﾞｰ領
域は国際ﾙｰﾙが整備されていない。日本人がｻｲﾊﾞｰ義勇兵になれるのか、有事の時に相手
の国にｻｲﾊﾞｰ攻撃を仕掛けられるのか。国際的な議論に置いて行かれないようにすべき。有
事の際、国会の本会議に出席できないｹｰｽなど考えねばならない。

＊ｻﾑｽﾝ、ﾛｼｱで板挟み…ｽﾏﾎ首位、撤退決断難しく「中国勢を警戒」
韓国ｻﾑｽﾝ電子がﾛｼｱ事業を巡り苦悩している。ｳｸﾗｲﾅ侵攻を受けて欧米企業中心にﾛｼｱ撤
退の動きが広がる中でも、明確な態度を示していない。ｽﾏﾎやﾃﾚﾋﾞで高いｼｪｱを握り、撤退す
れば、猛追する中国勢に市場を奪われるとの懸念が強いためだ。LG電子や現代自動車と
いった韓国企業も同様の板挟みに直面している。
⦿主な韓国企業のﾛｼｱでの事業展開
①ｻﾑｽﾝ電子→ｽﾏﾎのｼｪｱ3割超で首位、ﾓｽｸﾜ郊外にﾃﾚﾋﾞ工場。
②現代自→現代と起亜で21年38万台販売、ｻﾝｸｽﾍﾟﾃﾙﾌﾞﾙｸで車の工場
③LG電子→ﾓｽｸﾜに白物家電工場。④ｻﾑｽﾝ重→北極圏のLNG開発
　ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで5千億規模の設備。⑤韓国造船→LNG運搬船受注・建造中。
⑥ｵﾘｵﾝ→ﾁｮｺﾊﾟｲの工場

＊ｺﾞｰﾄｩｰ、上場で国内強化…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱIT、1400億円調達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 迫る競合、金融で対抗
IT新興企業、GoTo（ｺﾞｰﾄｩｰ）が11日、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ証券取引所に上場。調達した1400億円の大半
は海外ではなく、国内の足場固めにあてる。背景には競合するｸﾞﾗﾌﾞ（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、売上７億
㌦、時価総額135億㌦）、ｼｰ（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、売上99億㌦、時価総額638億㌦）の東南ｱｼﾞｱ2強が
国内で猛追することへの危機感がある。
・ｺﾞｰﾄｩｰ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、売上2億㌦、時価総額314億㌦）は配車や食品宅配を手掛けるｺﾞｼﾞｪｯｸ、
ﾈｯﾄ通販大手のﾄｺﾍﾟﾃﾞｨｱが統合。



2022/4/12 経済

2022/4/12 指導部

2022/4/13 東南ｱｼﾞｱ

2022/4/13 経済

2022/4/13 企業D

2022/4/14 経済

＊中国新車販売11､7%減…3ヵ月ぶりﾏｲﾅｽ　工場停止で（3月）
中国汽車工業協会が11日発表した3月の新車販売台数は、前年同月比11､7%減の223万台
だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で工場の休止が相次ぎ、3ヵ月ぶりのﾏｲﾅｽとなった。英調
査会社LMCｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞはｺﾛﾅ禍が年間販売台数を約100万台押し下げると予測。
・感染拡大で天津市や吉林省にはﾄﾖﾀ自や独VWなどの合弁がある。地元当局からｺﾛﾅ対策
の一環として稼働停止。結果、3月は9%減。
・ｺﾛﾅの感染拡大は予想を上回る、完成車と部品の生産に悪影響を与えている。今回の影響
は5月前半まで続く。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ　揺れる侵攻財閥…FLC創業者　株価操作容疑で逮捕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府と蜜月で成長　転機
ﾍﾞﾄﾅﾑで急成長を遂げてきた新興財閥が揺れている。航空第3位ﾊﾞﾝﾌﾞｰ航空を傘下に持つ
FLCｸﾞﾙｰﾌﾟで3月末、操業ﾄｯﾌﾟが株価操作の容疑などで逮捕された。汚職撲滅に力を入れる
当局が締め付けを強めようとしていると見る向きもある。一党支配の共産党・政府との蜜月で
躍進した新興勢の経営が転機を迎える可能性がある。

＊中国新作ｹﾞｰﾑ審査再開…9ヵ月ぶり緩和も企業翻弄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾃﾝｾﾝﾄは「焼け太り」
中国でｹﾞｰﾑ産業などを管轄する国家新聞出版署は、新作販売に関わる認可ﾘｽﾄを9ヵ月ぶり
に公開した。青少年への悪影響を危惧した締め付けが緩和された格好だが、当方の方針変
更に開発企業は翻弄されている。市場の成長が急減速する中で、準大手の完美世界が数百
人規模のﾘｽﾄﾗに踏み切るなど縮む企業がある一方、最大手の騰訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）は中小企
業の救済を通じて勢力を拡大する可能性すらある。

＊飲食店に空調ｻﾌﾞｽｸ…ﾀﾞｲｷﾝ　月1万円、需要開拓
ﾀﾞｲｷﾝ工業は12日、初期費用なしで空調機器を月額利用できる飲食店向けｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ（定
額課金）ｻｰﾋﾞｽを5月27日に始めると発表した。利用料は1台あたり月1万円程度となる見通
し。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で手元資金の確保を進めたい飲食店などが増えている。50～100万円
程度とされる初期費用のかからない新ｻｰﾋﾞｽで需要を開拓する。
･月額利用料は1万円程度、冷媒漏れ、機器の異常を検知し、利用者に通知。ﾌｲﾙﾀｰの掃除
代行や熱交換器の洗浄、消耗品の交換等用意。

＊「億ｹﾞｰ」ﾒﾀﾊﾞｰｽ基盤に…IT大手対抗　再挑戦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｿﾆｰ、米ｴﾋﾟｯｸに3度目出資
ｼﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟが人気ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ「ﾌｫｰﾄﾅｲﾄ」で知られる米ｴﾋﾟｯｸｹﾞｰﾑｽﾞへの3度目の出資を決
めた。10億㌦（約1250万円）を新たに投じ、合計で4､9%を出資する。利用者が3億人超のｴﾋﾟｯ
ｸのｹﾞｰﾑを足がかりにｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上の仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」の基盤を作る。米IT大手に伍してｴﾝ
ﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ分野のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰになることを狙う。
⦿ﾒﾀﾊﾞｰｽを巡るM&Aや出資
　・米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ＝米ｱｸﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾌﾞﾘｻﾞｰﾄを687億㌦で買収。
　・ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟ＝米ｴﾋﾟｯｸｹﾞｰﾑｽﾞに10億㌦出資、計約4､9%出資。
　・米ﾒﾀ＝仮想現実（VR)技術を生かした運動ｱﾌﾟﾘの開発会社を買収。
　・ﾊﾞﾝﾀﾞｲﾅﾑｺ＝ﾒﾀﾊﾞｰｽなどに投資するﾌｧﾝﾄﾞを設立

＊ﾛｼｱの侵略戦争は、習政権の台湾政策にどう影響するか
⦿中国に自制を促す教訓
　■戦力で勝るﾛｼｱの苦戦
　■ﾛｼｱを圧倒するｳｸﾗｲﾅの情報戦　　　　　　➤台湾の武力、併合の
　■ﾛｼｱの攻撃に耐えるｳｸﾗｲﾅの防空体制　　　難しさを再認識？
　■主要国による激しい対ロ制裁
⦿中国を強気にする要因
　■米政権は核戦争を恐れ、軍事介入せず　　➤台湾侵攻への国際
　■欧州主要国も軍事介入には否定的　　　　　　 圧力は限定的と分析？
　■米世論は対ロ制裁支持しても、軍事はせず
　■国連の対ロ非難に40ヵ国が反対・棄権



2022/4/14 経済

2022/4/14 経済

2022/4/14 経済

2022/4/14 経済

2022/4/14 経済

2022/4/15 経済

2022/4/15 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊台湾IT19社、17%増収…3月　ｱｯﾌﾟﾙ新製品向け好調
世界のIT企業に多くのﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品や半導体を供給する台湾ﾒｰｶｰの3月の売上高は好調が続
いた。主要17社の売上合計は前年同月比17%増。
⦿台湾主要IT各社の3月売上高（＝売上高（億台湾㌦）、前年増減率（%））
鴻海（iPhone生産）＝5073、15.0　TSMC（半導体受託生産）＝1719、33.2
ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（iPhone生産）＝1155、43.7　ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体設計）＝591、47.4
AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）＝280、▴8.7　ｲﾉﾗｯｸｽ（液晶ﾊﾟﾈﾙ）239、▴22.8
UMC（半導体受託生産）＝221、33.2　南亜科技（DRAM生産）＝67、5.2

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売　3年ぶりﾌﾟﾗｽ…昨年度15%増　ｺﾛﾅ前には戻らず
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）が発表した21年度（21・4～22・3)の国内新車販売は20年度比15%
増の378万台だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ発生前と比べると14%減だった。
・乗用車はﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが3%増の133万台で首位、韓国の現代自が48万台3%増、SUVの販売が
好調な地場大手のタタ自動車は37万台と66%増。
・「業界にとって予期せぬ課題と新たな学びに満ちた1年だった」

＊半導体装置、世界44%増…昨年売上高　中国で投資活発
2021年の製造装置の世界売上高が20年比44%の1026億㌦（約12､9兆円）になった。ﾁｯﾌﾟを積
み上げる「3次元化」技術の進展で、製造後半の工程を担う拠点で投資が拡大した。中国が
58%増、韓国、台湾の市場がそれぞれ249億㌦。また組み立て・ﾊﾟｯｹｰｼﾞの装置は87%増だ。

＊ﾈｲﾊﾞｰ、日米事業拡大へ…「5年で利用者10億人に」
韓国ﾈｯﾄ大手のﾈｲﾊﾞｰは13日、崔秀妖（ﾁｪ・ｽﾖﾝ40歳）CEOは「今後5年で利用者を10億人に
増やす」と抱負を述べた。2026年の売上高を21年比2､.2倍の15兆㌆（約1兆5千億円）にする
目標を掲げた。
・ﾈｲﾊﾞｰは子会社だったLINEをZHDと統合、ｶﾅﾀﾞのｳｪﾌﾞ小説企業など海外での企業買収を発
表。崔氏は「ﾈｲﾊﾞｰのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開は、様々なﾊﾟｰﾄﾅｰ企業との協業で成長する新たな段階に
移行」と強調。
・特に注力するのが日本市場。「ﾎﾟｰﾀﾙ（ﾔﾌｰ）とﾒｯｾﾝｼﾞｬｰ（LINE）、通信業（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）がともに
創り出す新たなｻｰﾋﾞｽを提案できる」と自信。

＊排ｶﾞｽ・下水からｴｺ燃料…日立造船や大ｶﾞｽが実用化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱炭素化、電力に続き
水素や二酸化炭素（CO₂）などを反応させ都市ｶﾞｽをつくるｴｺ燃料製造技術「ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ」の実
用化が進んできた。日立造船は排ｶﾞｽを使い、大阪ｶﾞｽは下水から都市ｶﾞｽをつくる。電力に比
べ遅れていた都市ｶﾞｽで脱炭素化に道を開く。ｺｽﾄが課題だが、技術革新で天然ｶﾞｽ並みに下
がる可能性もある。水素に比べ既存設備を転用できる利点もある。
⦿ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ関連の技術開発が広がる（CO₂が無排出の都市ｶﾞｽ製造法)
①日立造船＝4月から実用化、製造効率化目指す②東京ｶﾞｽ＝3月横浜で実証、「ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｻ
ﾊﾞﾃｲｴ」等、次世代型開発③大阪ｶﾞｽ＝INPEXと大型設備を予定、ﾊﾞｲｵﾒﾀﾈｰｼｮﾝ等、研究④
JFEｽﾁｰﾙ＝ﾒﾀﾈｰｼｮﾝを使い、高炉の実現⑤三菱ﾏﾃﾘｱﾙ＝CO₂回収実証、1月開始

＊ﾛｼｱ外貨準備　元が㌦を逆転…1月、2割弱で拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　侵攻に備えか　手元資金も確保
ﾛｼｱが外貨準備の運用で、ｳｸﾗｲﾅ侵攻前に巨額の資金を中国に振り向けていたことが分
かった。ﾛｼｱ中央銀行によると、1月時点の外貨準備高に占める通貨ｼｪｱは㌦が１割程度に
急低下した。中国の人民元が全体の2割弱まで拡大し、逆転した。米国の影響力を下げるた
めに資金を逃避させて侵攻に備えていた可能性があり、制裁の抜け穴封じが改めて課題に
浮かび上がった。
・米欧日は足並みを揃えてﾛｼｱへの経済・金融制裁を強化。ﾛｼｱ中銀に初の制裁を科し、大
手行を中心に国際決済網から締め出す。外貨準備は㌦を筆頭に資産の半分が凍結された。
裏返せば中国の人民元が抜け穴になる恐れがある。

＊「中国のﾃﾞﾝｿｳになる」…華流EV世界へ
広東省深圳市にある通信機器大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）本社。すぐそばに電気自動車（EV）
の模型や自動運転を疑似体験できるｺｯｸﾋﾟｯﾄを備えた新たな施設が立ち上がる。自社開発し
たｿﾌﾄｳｪｱやｾﾝｻｰを売り込むため、ﾌｧｰｳｪｲが初めて作った自動車部品の専用ｼｮｰﾙｰﾑだ。
・米国による制裁でｽﾏﾎや基地局などの主力事業で苦境に立たされているﾌｧｰｳｪｲ。次に柱
にしようとしているのが、EV部品だ。自動車関連事業部のCOOである王軍はこんな野心を口
にする。「中国には日本のﾃﾞﾝｿｰやﾄﾞｲﾂのﾎﾞｯｼｭのような車部品のﾌﾞﾗﾝﾄﾞがない。我々がそう
なる」



2022/4/15 経済

2022/4/16 東南ｱｼﾞｱ

2022/4/16 経済

2022/4/16 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2022/4/16 経済

2022/4/16 経済 ＊資源規制、強まる供給懸念…ｲﾝﾌﾚ圧力　拍車も
　 石炭・ﾆｯｹﾙ「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、輸出制限」、銅・ﾘﾁｳﾑ「南米、増税や国有化」
世界的な資源ﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑの波が鉱物資源の供給懸念を強めている。石炭やﾆｯｹﾙは一大産
地のｲﾝﾄﾞﾈｼｱが輸出規制を強化。銅やﾘﾁｳﾑを産出する南米諸国は増税や国有化に動く。ｳｸ
ﾗｲﾅ侵攻への制裁でﾛｼｱ産の資源が排除される中、他の資源国が門戸を閉ざせば世界のｲﾝ
ﾌﾚ圧力を高めかねない。
⦿国別の資源ﾅｼｮﾅﾘｽﾞﾑ傾向『鉱業生産額ｼｪｱ、（主要生産ｼｪｱ）、介入』
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝6.5%（ﾆｯｹﾙ29.6%、石炭7.4%）輸出制限、国内優先。・チリ＝3.5（銅28.5）税金・ﾛｲﾔ
ﾙﾃｨ増、資源国有化。・ﾍﾟﾙｰ＝2.3（銅10.7）税金・ﾛｲﾔﾙﾃｨ増、資源国有化。・ﾒｷｼｺ＝1.7（金
3.2）資源国有化。・ｺﾝｺﾞ＝1（ｺﾊﾞﾙﾄ67.9）契約の再交渉。・ﾓﾝｺﾞﾙ＝0.4（銅1.7）契約の再交渉

＊中国ﾏﾝｼｮﾝ、回復遅れ…新築価格、7か月連続下落
　　　　　　　　　　　　　　　　　　需要冷え込み　ｺﾛﾅ規制響く
中国のﾏﾝｼｮﾝ市場の回復が遅れている。主要70都市の新築物件の平均価格は3月まで7ヵ月
連続で前月を下回った。感染を抑え込む厳格な行動制限などで景気の先行き不安が強まり、
住宅購入に関する様子見が広がる。値上がり期待が弱まったことも需要持ち直しの足枷にな
る。
・3月は70都市のうち38都市の新築物件が値下がり。民間の不動産の投げ売りが減った影
響。政府の金融引き締めで各社の経営は悪化したが、昨年末の規制緩和で物件を転売しや
すくなった。

＊海の炭素吸収、参入相次ぐ…藻を育て排出枠創出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Jﾊﾟﾜｰ、自社用に16㌧分
海の藻など二酸化炭素（CO₂）を吸収する「ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝ」に着目する企業が増えている。Jﾊﾟﾜｰ
は自社の事業所近海で藻を育成しｸﾚｼﾞｯﾄ（排出枠）創出に乗り出した。商船三井などは藻由
来のｸﾚｼﾞｯﾄをこの程購入した。ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝはCO₂吸収量が森林に匹敵するとの資産もあり、
脱炭素取引の目玉の一つになる可能性がある。
⦿ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝｸﾚｼﾞｯﾄ認証実績（場所➤CO₂吸収量・購入者）
　①横浜市➤19.4、・商船三井、丸紅等。②神戸市➤1.1㌧、・ｲｵﾝﾓｰﾙ等
　③山口県周南市➤44.3㌧・東亜建設工業等。
　④北九州市➤15.6㌧・Jﾊﾟﾜｰが創出、自社でｵﾌｾｯﾄ

＊東南ｱ、人件費上昇…ﾏﾚｰｼｱ　最低賃金、最大36%増
東南ｱで企業の人件費増加圧力が強まっている。ﾏﾚｰｼｱが5月に最低賃金を最低36%引き上
げるほか、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙも2025年までに中程度の技能労働者向けのﾋﾞｻﾞ取得に必要な給与額を
3割超上げる。ｲﾝﾌﾚや求人の増加で、各国の22年の昇給率も前年を上回る見通しで、進出す
る日本企業の利益を圧迫しそうだ。
・ﾏﾚｰｼｱは5月から最低賃金を月額1500ﾘﾝｷﾞ（約4万5千円）、首都ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙなど主要都市
で月額1200ﾘﾝｷﾞ、それ以外の地域では月額1100ﾘﾝｷﾞ。「生活費の上昇の為、低所得層に影
響」とｲｼﾏｲﾙｻﾌﾞﾘ首相。

＊TSMC、最先端品を量産…「3ﾅﾉ品」、台湾新工場で年内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体、一極集中さらに
台湾積体電路製造（TSMC）が年内に、台湾の新工場で世界最先端の「3ﾅﾉ（ﾅﾉは10億分の
1）㍍品）」の半導体の量産を始める。さらに先端の「2ﾅﾉ品」の工場建設も年内に台湾で始め
ることを決めた。世界の先端半導体の92%の生産を担う台湾で、今後一段と重要な半導体の
一極集中化が進む。昨年来、過度な台湾依存の地政学的ﾘｽｸが盛んに指摘されてきたが、
世界は今なお止められずにいる。
⦿TSMCの主な投資計画と最新状況
　台湾＝新竹（2ﾅﾉ、3ﾅﾉ）、台南（3ﾅﾉ）、高尾（7ﾅﾉなど）。
　米国＝ｱﾘｿﾞﾅ（5ﾅﾉ）。日本＝熊本（12ﾅﾉ以上）。中国＝南京（28ﾅﾉ）

＊ｲﾝﾄﾞ、電池産業育成急ぐ…EV化にらみ官民先行投資
　　　『ﾘﾗｲｱﾝｽ　欧州企業相次ぎ買収』　『政府・生産誘致へ3千億円』
ｲﾝﾄﾞ企業による高機能電池の国産化へ向けた動きが本格化する。石油化学が中心の大手財
閥ﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞは欧州の電池会社の買収に動く。ｲﾝﾄﾞ政府も電池産業の底上げへ
支援制度を設け、電動二輪新興のｵﾗ・ｴﾚｸﾄﾘｯｸ・ﾓﾋﾞﾘﾃｨｰなど承認を受けた。高機能電池は
今後見込まれるEV産業の基盤づくりに不可欠で、官民そろって先行投資にｱｸｾﾙを踏む格好
だ。
・ただ足元で注目されるのは電動車の発火、消費者に不安を募らせる。



2022/4/17 社会

2022/4/17 経済

2022/4/19 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2022/4/19 経済

2022/4/19
1$=126.63

経済

2022/4/20
1$=128.06

指導部

＊新興国襲う複合ﾘｽｸ…ｳｸﾗｲﾅ侵攻で混乱拡大
　　食糧・物価高「飢餓危機、政情不安」、通貨安「債務不履行の懸念」
⦿世界の新興国に混乱が拡大
　①ﾄﾙｺ＝中銀の信認低下で通貨安　②ﾚﾊﾞﾉﾝ＝小麦の確保困難に
　③ﾊﾟｷｽﾀﾝ＝物価高不満、首相交代　④ﾍﾟﾙｰ＝値上げに抗議ﾃﾞﾓ、
　　外出禁止令も　⑤ｽﾘﾗﾝｶ＝政府が債務の支払い一時停止
　⑥ｲﾝﾄ＝通貨ﾙﾋﾞｰが対㌦で最安値　⑦ｿﾏﾘｱ＝旱魃で食糧難の危機
　⑧ｴｼﾞﾌﾟﾄ＝通貨切り下げ、ﾊﾟﾝ価格上昇　ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ＝高ｲﾝﾌﾚ

＊①中国、台湾攻略練り直し…ｳｸﾗｲﾅ侵攻長期化で狂うｼﾅﾘｵ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「台北の短期制圧は困難」
中国の習近平指導部が台湾攻略の練り直しが迫られる。従来の想定よりも中心都市台北の
制圧は困難との認識が広がっているためだ。当面は台湾の「独立派」を封じ込め、米軍の介
入を抑止するための核戦力増強に注力することになりそうだ。下記は日本や中国の専門家の
短期決着を想定して練り上げられてきたものだ。
・まずはｻｰﾊﾞｰ攻撃で通信ｲﾝﾌﾗを機能不全にし、ﾐｻｲﾙで空軍基地を破壊し、無力化。制空権
を確保し、海と空から兵員や戦略物質を送る。
・侵攻時に米国が軍を台湾に送るまでに必要な期間を「7日間」とみる。
・3倍の人口密度・・上陸作戦がうまくいったとしても、台北市内への進軍で相当数の民間人が
巻き添えになるのは避けられない。

＊中国、広がる移動制限…西安や蘇州、工場停止増の恐れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｾﾞﾛｺﾛﾅ、経済に打撃
中国の習近平指導部が堅持する「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が経済に打撃を与えている。都市封鎖（ﾛｯｸ
ﾀﾞｳﾝ）中の上海市に続き、江蘇省蘇州市などで16日、移動制限が始まった。物流網寸断が加
速し、工場の操業停止が一段と増える恐れがある。成長急減速を回避するため、中国政府は
生産再開に向けて円滑な物流の確保と供給網（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ）の安定に乗り出した。
・経済への影響を重く見た工業情報化省や中国人民銀行は15日、物流と供給網の安定化策
を相次いで打ち出した。自動車や半導体、医薬品など重点企業666社の生産を優先するよう
調整中。

＊EV電池素材、米欧で増産…脱中国政策が追い風に
　　　　　　三菱ｹﾐｶﾙ　電解液を２倍に、東海ｶｰﾎﾞﾝ　負極材60万台分
三菱ｹﾐｶﾙHDはEV用電池に使う電解液の増産に乗り出す。2023年までに米欧で数十億円を
投じ、生産能力を2倍にする。東海ｶｰﾎﾞﾝは24年までに欧州で負極材の生産を始める。EV電
池関連は中国ﾒｰｶｰのｼｪｱが高い。脱中国を進める米欧の産業政策を追い風に、日本の素材
各社が海外での生産体制を整える。

＊ｾﾞﾛｺﾛﾅ　中国景気失速…GDP4､8%増どまり（1～3月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｻｰﾋﾞｽ・雇用打撃「4～6月さらに厳しく」
中国経済が失速している。1～3月の実質国内総生産（GDP）は前年同期比で4､8%増えたが、
3月に限ると小売売上高や雇用減少に転じた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応として事実上の都市封鎖
（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）が広がった為。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ規制」が最大の足かせとなり、4～6月の経済成長は減速
するとの見方が増えている。

＊印ﾀﾀ、鉄・車から裾野拡大…消費者向け統合ｱﾌﾟﾘ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　先行ｱﾏｿﾞﾝなどに対抗
ｲﾝﾄﾞの大手財閥であるﾀﾀ・ｸﾞﾙｰﾌﾟがECｻｰﾋﾞｽに本格参入する。7日に生活に身近なｻｰﾋﾞｽを
一括提供するｽﾏﾎ向け「ｽｰﾊﾟｰｱﾌﾟﾘ」を開始した。成長が確実視されるｲﾝﾄﾞのEC市場を取り
込み、主力の製鉄・自動車から裾野を広げる。今後は他社ｻｰﾋﾞｽにも対応を広げ、先行する
米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ･ｺﾑなどに挑む。
・ｲﾝﾄﾞのEC市場は長らく、米ｳｫﾙﾏｰﾄ傘下のﾌﾘｯﾌﾟｶｰﾄとｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ･ｺﾑの2強体制が続いてい
た。



2022/4/20 指導部

2022/4/20 経済

2022/4/21 社会

2022/4/21 経済

2022/4/21 経済

2022/4/22 経済

2022/4/22 経済 ＊中華ｽﾏﾎ、米部品依存4割…元ﾌｧｰｳｪｲの「ｵﾅｰ」分解
米制裁を受けて中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が分離したﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「ｵﾅｰ」のｽﾏﾎを分解したとこ
ろ、部品の4割が米国製だった。ﾌｧｰｳｪｲが製造していた2020年ﾓﾃﾞﾙの1割から急増した。高
速通信５Gに使う半導体などの中核部品は米国製に変わり、依然として高機能「中華ｽﾏﾎ」の
完全な内製は難しいことを浮き彫りにしている。
・5Gの半導体の代替難しく・・米国半導体に依存する中国のｽﾏﾎﾒｰｶｰはｵﾅｰだけでない。
ﾌｫｰﾏﾙﾊｳｽの調べによると、中国ｽﾏﾎ大手の小米（ｼｬｵﾐ）が21年に発表した折り畳みｽﾏﾎ
「ｼｬｵﾐMinixFord」で米国部品が原価に占めるｼｪｱは26%だった。OPPOの「Reno6Pro＋」は米
国部品率が31%だった。どちらも原価の4分の１以上米国製部品が占める。

＊CO₂地下貯留　豪ｻﾝﾄｽ注力…世界最大級、来年にも着工判断
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱炭素の中核事業に育成
豪州の石油・ｶﾞｽ大手ｻﾝﾄｽが二酸化炭素（CO₂）を回収して地下に貯留する。「CCS」で大型事
業に乗り出した。年間1千万㌧貯留できる世界最大級のﾌﾟﾗﾝﾄ設計を開始。2023年にも着工の
判断を下す。自社や豪州の「脱炭素」を担う中核事業に育てたい考えで、域外のCCSの実現
機運にも拍車がかかりそうだ。

＊中国半導体、台湾で「ｽﾊﾟｲ」…香港企業装い高度人材獲得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　背景に国産化の遅れ
台湾当局が中国企業に対する警戒を強めている。中国企業が、台湾で高度な半導体の技術
者を違法な形で獲得する動きが活発化しているためだ。当局は３月、関連８社を一斉に家宅
操作し、現在も約１00社の中国企業を調査している。米中貿易戦争下で始まった米制裁に苦
しむ中国が、台湾を利用し、安易に半導体技術を獲得しようとする実態が浮き彫りになってい
る。

＊中国ｱﾝﾄ、東南ｱ再起動…上場中止1年半、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ企業に出資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ決済事業　攻勢
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが海外戦略を再起動している。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのﾌｨﾝﾃｯｸ
企業「2C2P」への過半出資を決めた。異例の株式上場中止から約1年半となり、成長余地を
求めて東南ｱｼﾞｱで再び攻勢に出る。豊富な資金力を武器に、群雄割拠となっている東南ｱｼﾞ
ｱのﾃﾞｼﾞﾀﾙ決済市場への浸透をめざす。

＊米中、南太平洋で勢力争い…中国・ｿﾛﾓﾝ、安保協定署名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権、翻意促す
南太平洋を巡る米国と中国の勢力争いがいっそう激しくなってきた。中国は19日、ｿﾛﾓﾝ諸島
と安全補償協定に署名したと発表した。米国は中国軍がｿﾛﾓﾝに軍事拠点を設けて活動範囲
を南太平洋の全域に広げると懸念し、ｿﾛﾓﾝに翻意を促す。

＊ﾛｼｱ人技術者、国外脱出…米欧制裁受け　IT分野で17万人か
ﾛｼｱが2月下旬にｳｸﾗｲﾅに侵攻を始めて以降、母国を離れるﾛｼｱ人が急増している。米欧の
制裁による経済的な苦境から抜け出すのが目的で、ﾌﾟｰﾁﾝ大統領の政治姿勢への反発も背
景にある。IT人材だけで4月末までに17万人に及ぶとの試算もあり、同国の頭脳流出はさらに
悪化する可能性が高い。
・IT分野ではﾘﾍﾞﾗﾙな考えを持つ技術者が多い。侵攻開始後に少なくとも30万人のﾛｼｱ人が
国を離れ、ｼﾞｮ-ｼﾞｱやﾄﾙｺ、ｱﾙﾒﾆｱなどに拠点を移す。

＊②
・民間人の犠牲を抑えようと慎重にすると米軍の到着を許してしまう。台湾軍や市民の抵抗を
排除しながら蔡英総統の「斬首作戦」の実行はさらに難しい。さらにｳｸﾗｲﾅ危機を契機に「海
峡を超える難しさが改めて認識されるようになった。「台湾の武力統一のﾊｰﾄﾞﾙが上がっただ
けに中国は核による軍拡ｽﾋﾟｰﾄﾞを加速させる」と予想。巨大な核戦力を構築して米国の介入
を退け「独立派」を封じ込める見立てだ。
・防衛研究所の門間理良部長は「台湾本島の攻撃を見込みにくくなった。習指導部は台湾が
実効支配している東沙諸島の奪還に動くｼﾅﾘｵも捨てきれない」と警鐘を鳴らす。



2022/4/23
1$=128.05

経済

2022/4/23 社会

2022/4/24 経済

2022/4/24 経済

2022/4/26 東南ｱｼﾞｱ

2022/4/26 経済

＊機内食大手　空以外に活路…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙSATS　国内外に新工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業・消費者向け食品拡大
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの機内食大手SATSが新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの発生を契機に、航空関連以外の事業を加
速する。2023～24年に国内やｲﾝﾄﾞで相次ぎ大型工場の操業を始め、機内食でなく、企業や消
費者向けの食品事業を拡大する。かっては親会社で現代も事業構造上「兄」的な存在である
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空への依存度を引き上げる。

＊中国CATL　揺らぐ電池1強…車載大手、利益率3年で10㌽超減
　　　　　　　　　　　　　　　　韓国勢など競合が攻勢
車載電池の世界最大手、中国の寧徳時代新能源科技（CATL）の1強体制に揺らぎが起きて
いる。2021年12月期決算は大幅増益ながら車載電池事業の利益率が3年前より10㌽超下落
した。競合の攻勢で国内ｼｪｱは低下し、国外では韓国勢に後れをとる。米中対立が先鋭化す
るなか、経済安保も経営課題に浮かぶ。
・世界ｼｪｱ38%・・CATLの21年の車載電池の世界ｼｪｱは38､6%と20年から12､6%㌽伸長。中国
市場の新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の拡大で、新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売台数は21年に前年の2.6倍になった。
・中国のCATLの車載電池のｼｪｱは21年は半分を超えていた。同国の自動車ﾒｰｶｰが電池の
調達先をCATLから新興電池ﾒｰｶｰであるCALBに切り替える動きが出ており、韓国勢も含め、
ﾒｰｶｰの奪いが出ている。

＊ﾛｼｱでVPN利用急増…ﾈｯﾄ迂回接続　侵攻後50倍超
　　　　　　　　　　　　　　　　情報に不信　当局は苦慮
ﾛｼｱでｲﾝﾀｰﾈｯﾄの接続制限をかいくぐる「VPN（仮想施設網）」の利用が急増し、ｳｸﾗｲﾅ侵攻
後に50倍超になった。多くはSNSの利用を続ける目的と見られるが、当局発の情報への不信
も背景にある。ﾌﾟｰﾁﾝ大統領が築いた情報統制には、ほころびも見える。
・ﾛｼｱ当局が情報統制でﾓﾃﾞﾙとみるのは中国だ。中国は「ｸﾞﾚｰﾄ・ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ」と呼ばれる大規
模なﾈｯﾄ検閲ｼｽﾃﾑで知られる。制限の抜け穴を自動で見つけてふさぐ仕組みで、情報を遮断
する効果が大きい。ただし、ﾛｼｱがこうしたｼｽﾃﾑを独力で築くには人材・時間も費用も足りな
い。今回のｳｸﾗｲﾅ侵攻ではﾛｼｱが発信する矛盾が次々と暴かれている。ﾛｼｱ側の戦況報告と
現実の差はどんどん広っている。情報統制のほころびは、潜在的にﾌﾟｰﾁﾝ体制を不安定化し
ている。

＊①中国のｲﾝﾌﾚに警戒を…ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾄ　ｳｲﾘｱﾑ･ﾍﾟｾｯｸ氏（米）
中国の消費者物価の上昇が世界経済の新たな火種になる。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ危機で米国の生
産者がｺｽﾄ上昇を消費者に転嫁したのに対し、中国は上昇分を負担した。このため3月の消
費者物価指数（CPI）上昇率は前年比で1､5%にとどまった。これは嵐の前の静けさだ。
〇中国のｲﾝﾌﾚは３つの展開で2022年の世界を変えるかもしれない。
・1つ目は中央銀行の中国銀行が支援する余地が限られてしまうことだ。
　ここ数か月人民銀は金融引き締めのFRB（米連邦準備理事会）とは反対に、銀行の預金準
備率を引き下げ、政策金利を引き下げた。それでもｲﾝﾌﾚが家計や企業の心理を直撃する。

＊②
・2つ目は人民元に向けた努力が白紙に戻ってしまった。21年に元が対㌦で3%上昇した後、中
国は元安誘導で輸出を後押ししようとした。ところがｲﾝﾌﾚの進行により計画は台無しになる、
資本も一気に流出した。習氏の最大の目標の一つは人民元の国際化だったが、通貨は「安
定」が信頼感を生む。人民元はもっと努力が必要だ。
・3つ目が地政学的な問題だ。米国や欧州がﾛｼｱのｴﾈﾙｷﾞｰを敬遠する中、中国は価格次第
で需要の空白を満たすつもりがあるようだ。中国は安いｶﾞｽや石油をﾛｼｱから輸入すればｲﾝﾌ
ﾚのﾘｽｸが低下する。
・中国がﾛｼｱの国際的な制裁を回避する手助けをするなら皮肉な事。ﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領が中国の
巨大銀行を米国の制裁対象に加えるかも。

＊半導体受託生産　22年の世界ｼｪｱ…台湾勢66%に拡大
台湾の調査会社ﾄﾚﾝﾄﾞﾌｫｰｽは25日、台湾の半導体受託生産の世界ｼｪｱが2022年に66%に高
まるとの予測をまとめた。21年から2㌽拡大。世界的な半導体不足を受け工場を新設する動
きが活発化しており、当面は台湾への依存度が一段と高まる。ﾄﾚﾝﾄﾞﾌｫｰｽは半導体受託の世
界市場が22年に21年比20%増の1287億㌦（約16兆5千億円）に拡大。



2022/4/26 医薬

2022/4/27
1$=127.87

経済

2022/4/27 経済

2022/4/27 経済

2022/4/28
1$=127.98

経済

2022/4/28 経済

2022/4/28 経済

＊半導体設計 米の牙城に穴…台湾勢急進、世界10位以内に4社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 生産含め依存にﾘｽｸ
世界の半導体業界で「台湾ﾘｽｸ」が一段と増している。米国が独占していた「設計」の分野に
台湾勢が大きく食い込んできた。大手民間調査会社の調べによると、設計に特化した世界企
業の2021年売上高ﾗﾝｷﾝｸﾞで、上位10社のうち初めて台湾勢が4社を占めた。従来の強みで
ある生産に加え、上流の設計でも影響力を強めており、台湾への過度な半導体依存が今後さ
らに進む流れだ。

〇半導体設計企業（ﾌｧﾌﾞﾚｽ）の売上高ﾗﾝｷﾝｸﾞ『（台）内は社長が台湾』
2011年＝①米ｸｱﾙｺﾑ②米ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ③米AMD④米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ⑤米ﾏｰﾍﾞﾙ
　　⑥台湾ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ⑦米ｻﾞｲﾘﾝｸｽ⑧米ｱﾙﾃﾗ⑨米LSI⑩ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ｱﾊﾞｺ
2022年＝①米ｸｱﾙｺﾑ②米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ（台）③米ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ④台湾ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ
　　⑤米AMD（（台）⑥台湾ﾉﾊﾞﾃｯｸ⑦米ﾏｰﾍﾞﾙ⑧台湾ﾘｱﾙﾃｯｸ（台）
　　⑨米ｻﾞｲﾘﾝｸｽ（台）⑩台湾ﾊｲﾏｯｸｽ

＊韓国GDP減速…1～3月、0､7%増　家計負債増加で
韓国銀行が26日発表した1～3月期のGDPは前期比0.7%増えた。消費低迷が下押し要因とな
り、前四半期の成長率1､2%から鈍化した。韓国特有の家計負債の増加が消費のﾘｽｸ要因とし
て浮上している。
＊韓国では住宅ﾛｰﾝの8割ほどが変動金利であるため、政策金利の引き上げによって利子負
担が増え、家計の可処分所得の減少に直結する。

＊「ﾘﾓｰﾄ治験」広がる…「武田」専門ﾁｰﾑを結成
　　　　　　　　　　　　　　　 「ｱｽﾃﾗｽ」ｼｽﾃﾑ25年にも
新薬開発に欠かせない臨床試験（治験）を遠隔で実施する「ﾘﾓｰﾄ治験」が広がり始めた。武
田薬品工業は専門チームを設け、ｱｽﾃﾗｽ製薬もﾘﾓｰﾄ治験のｼｽﾃﾑを2025年にも導入する。
治験の一部を身近な医療機関や自宅で実施することで、参加者は移動時間を節約できる。製
薬会社も治験のｺｽﾄ抑制と期間の短縮が期待でき、新薬開発をより効率的にできるようにな
る。

＊電池材料増産　中国勢走る…EV用4種、13社が1､4兆円投資
　　　　　　　　　　　　　低価格・供給力に強味、日本勢を引きはがし
EV用電池の主要4材料で中国企業が一斉に増産に動く。大手13社が計約710億元（約1兆4千
億円）の設備投資計画をまとめ、ｾﾊﾟﾚｰﾀｰ（絶縁材）世界最大手は2025年に生産能力を3倍
以上に高める。世界の電池大手の需要に対応するためで、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの安定につながる一
方、価格競争で収益への影響は不透明だ。

＊ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池　主要4材料の世界ｼｪｱ
　『正極材』　2012年➤中国48､8%　日本27､7%　その他23､5%
　　　　　　　　 2020年➤中国72､4　 日本13､0    その他14､6
　　20年①日亜化学（日8%）②住友金属鉱山（日8%）③ﾕﾆｺｱ（ﾍﾞﾙｷﾞｰ7%）
　　　　　④厦門鷁業（中6%、10億元）⑤天津巴莫（中6%）　（修正：益➤金）
　『負極性』　 2012年➤中国66､6%　日本31､7%　その他1､7%
　　　　　　　　  2020年➤中国80､9　 日本12､3　　その他6､8
　　20年①BTR（中20%、74億元）②江西紫宸（16%）③杉杉集団（中13%、
　　　　　　80億元）④凱金能源（中10%）⑤ﾎﾟｽｺｹﾐｶﾙ（韓7%）

＊
　『ｾﾊﾟﾚｰﾀｰ』　2012年➤中国25､1%　日本40､4%　その他34､5%
　　　　　　　　　 2020年➤中国62､2　　日本29､3　　その他 8､5
　　20年①ｾﾑｺｰﾌﾟ（中22%、205億元）②旭化成（日11%）③星源材質
           ④SKIET（韓、10%）⑤東レ（日、8%）
　『電解液』　2020年➤中国62､4%　日本19､0　その他18､6%
　　20年①天賜高新材料（22%、21億元）②宙邦科技（16%、2億元）
　　　　　③国泰国際集団（10%、42億元）④三菱ｹﾐｶﾙ（日、7%）
　　　　　⑤ｾﾝﾄﾗﾙ硝子（日、7%）



2022/4/28 社会

2022/4/28 社会

2022/4/29
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経済

2022/4/29 社会

2022/4/30 経済

＊ｽｲｽ、NATOと協力…機密情報交換　対ﾛｼｱで足並み
ｽｲｽ政府は27日、北大西洋条約機構（NATO)機密情報の交換を始めると発表した。ﾛｼｱのｳｸ
ﾗｲﾅ侵攻等、危機にさらされる欧州の安全保障を意識し、NATOに非加盟国が接近する動き
が相次いでいる。
・発表文は「NATOと電子交換する機会が増加、交換の方法、機密情報の守り方について規
定が必要」。電子空間上の安全保障、情報・知見の交換など。NATOの入札に、ｽｲｽ企業が参
加。
・ｳｸﾗｲﾅの危機が始まってから、他の欧米諸国と協力姿勢を強める。
＊韓国造船、人員不足で悲鳴…受注増もﾘｽﾄﾗ裏目に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国勢の躍進許す
韓国の造船業界が労働者不足に頭を抱えている。ｳｸﾗｲﾅ危機の余波などで液化天然ｶﾞｽ
（LNG）運搬船の受注が急増する一方、不況期に人員を半減したことが裏目となり、建造を担
う技術者が足りないためだ。韓国政府は外国人労働者で補おうと就労ﾋﾞｻﾞの要件緩和などで
支援を急ぐが、建造の停滞が続けば競合する中国勢の躍進を許しかねない。
・韓国造船大手の建造ﾄﾞｯｸﾞは2年先まで予約が埋まる（大宇海洋造船）

＊中国連休　ｺﾛﾅが打撃…続く都市封鎖や外出制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　 旅客8割減、消費者下押し
中国は4月30日から労働節（ﾒｰﾃﾞｰ）に伴う大型連休に入る。2021年の連休中の旅客数は2億
人を超えたが、今年は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）が上海市などで続き、各地
の地方政府も旅行を控えるよう呼びかける。労働節連休の旅客数は前年同期比で8割減る見
通し。個人消費の大きな下押し要因となりそうだ。

＊独、武器供与で歴史的転換…慎重一転、ｳｸﾗｲﾅに戦車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内外の政権批判を受け
ﾛｼｱの侵攻が続くｳｸﾗｲﾅへの武器供与をめぐり、ﾄﾞｲﾂが大きく方針を転換した。独国防省は
26日、対空戦車の輸出を認めたと発表した。ｼｭﾙﾂ首相は戦争に巻き込まれるﾘｽｸから強引
な重火器の直接供与には慎重だったが、国内外で高まった批判に押され支援に踏み切ること
になった。
〇独の主なｳｸﾗｲﾅ支援策
　・対戦車砲1000基、地対空ﾐｻｲﾙ「ｽﾃｨﾝｶﾞｰ」500基供与。・国防費GDP比2%以上ｱｯﾌﾟ、軍事
支援の特別基金。・対戦車兵器や弾薬などの物資の調達を資金面で支援。・NATO加盟のｽﾛ
ﾊﾞﾆｱ介して戦車供与。
　・「ｹﾞﾊﾞﾙﾄ対空戦車（自走式対空砲）」を供与へ

＊「半導体、24年までは不足」…ｲﾝﾃﾙCEO　1～3月、7%減収
米ｲﾝﾃﾙが28日の発表した2022年の1～3月期決算は、売上高が前年同期比7%減の183､5億
㌦（約2､4兆円）、純利益は同2､4倍の81､1億㌦だった。ﾊﾟｿｺﾝ向けの半導体の売上高が落ち
込む一方、ﾘｽﾄﾗ費用の減少などにより利益が拡大した。
・ｹﾞﾙｼﾝｶﾞｰCEOは生産能力や生産設備の制約により、半導体不足は少なくとも24年まで続く」
と述べた。


